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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第38期 

第３四半期連結 
累計期間 

第39期 
第３四半期連結 

累計期間 
第38期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成29年４月１日 
至平成29年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 7,267 8,210 9,970 

経常利益 （百万円） 2,287 2,838 3,153 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 1,454 1,834 2,009 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,260 1,927 1,906 

純資産額 （百万円） 11,599 13,552 12,245 

総資産額 （百万円） 15,363 17,647 16,946 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 63.30 79.83 87.46 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 75.5 76.8 72.3 

 

回次
第38期 

第３四半期連結 
会計期間

第39期 
第３四半期連結 

会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 17.59 25.63 

（注）１． 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２． 売上高には消費税等は含まれておりません。

３． 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

 

２【事業の内容】

  当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。

 なお、連結子会社の株式会社ザ・システムは、平成29年６月１日付で福井コンピュータシステム株式会社に商号を

変更しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当社グループ（当社及び連結子会社）における当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高8,210

百万円（前年同期比13.0％増）、営業利益2,806百万円（前年同期比24.1％増）、経常利益2,838百万円（前年同期

比24.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益1,834百万円（前年同期比26.1％増）となりました。

 セグメントの業績は次のとおりであります。

①建築ＣＡＤ事業

当第３四半期連結累計期間の住宅市場は、新築住宅着工件数が伸び悩み５ヶ月連続の減少となり、戸建住宅業界

においては厳しい結果となりました。このような市況ではありますが、経済産業省が実施したIT導入補助金制度に

よる販売効果が引き続き見られ、当社グループの建築ＣＡＤ事業は前年同期を上回る売上実績となりました。ま

た、建築ＣＡＤソフトの主力商品である「ARCHITREND ZERO Ver4」は、2020年省エネ基準義務化に伴うビルダーの

省エネ住宅対応に伴い、省エネ・耐震関連商品に多くのユーザーニーズが集中しました。これにより新規販売・既

存販売も堅調な足取りで増加しました。建築関連事業においても、建材・設備と住まいの３Ｄシミュレーションサ

イト「３Ｄカタログ.com」のユーザー登録数が好調に推移し、今後の建築ＣＡＤ事業の売上につながる顧客接点が

拡大しております。 

また、10月は衆議院選挙が行われ、報道機関向け出口調査システムの売上を計上しました。この結果、建築ＣＡ

Ｄ事業の売上高は4,226百万円（前年同期比13.4％増）、営業利益は1,154百万円（前年同期比46.4％増）となりま

した。 

②測量土木ＣＡＤ事業 

当第３四半期連結累計期間の全公共機関からの工事発注金額は前年を上回って推移しており、国土交通省が推し

進めるi-Construction関連では今年度の国の発注機関からのICT工事やi-Construction発注数は1,400件を超えてい

ます。自治体においてもICT活用モデル工事が発注されており、当社グループは工事受注事業者への支援を行うこ

とで、自治体での普及促進を行ってまいりました。測量分野においても、発注金額は前年を上回って推移している

状況です。このような市況の中で、新商品の投入を行うとともに、社員の知識の向上に努め、業界の発展に向けた

啓蒙と販売活動を継続して行いました。測量分野では測量ＣＡＤシステム「TREND-ONE」へのシステムチェンジが

進むとともに、第３四半期より現場端末システム「TREND-FIELD」の使用権商材の販売が伸びています。また、土

木分野では３次元データ活用ニーズは引き続き増加傾向にあり、点群処理システム「TREND-POINT」、CIMコミュニ

ケーションシステム「TREND-CORE」の導入が順調に推移しております。

この結果、測量土木ＣＡＤ事業の売上高は3,984百万円（前年同期比12.6％増）、営業利益は1,680百万円（前年

同期比20.3％増）となりました。 

 

(2）財政状態の分析

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、17,647百万円となり、前連結会計年度末より701百万円増加し

ました。主な要因は、現金預金及び投資有価証券の増加、売上債権の減少によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(5）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、463百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループは、建築・測量・土木の各種ＣＡＤソフトウエアの開発及び販売を主たる業務とし、またこれらの

ソフトウエアに関連する情報機器の販売も行っております。そのため、当社グループの経営成績は建設業界の動向

に影響を受ける傾向があります。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、①市場シェアの拡大、②新製品・新サービスの創

出、③人材の育成と獲得に取り組み、経営体質の強化に努めてまいります。

 

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループにおける資金使途としましては、主たる事業が建築・測量・土木のＣＡＤソフトウエアの開発及び

販売であるため、開発部門及び営業部門の人件費が中心となります。当第３四半期連結会計期間末における現金及

び預金残高は10,632百万円であり、将来予測可能な運転資金及び設備投資資金に対して、十分な資金を確保してお

ります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,000,000 23,000,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 23,000,000 23,000,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

      該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 23,000 － 1,631 － 1,500

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

   当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式   －  － －

議決権制限株式（自己株式等）   －  － －

議決権制限株式（その他）   －  － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    24,200  － －

完全議決権株式（その他） 普通株式    22,973,400 229,734 －

単元未満株式 普通株式         2,400  － 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 23,000,000  － －

総株主の議決権   － 229,734 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

福井コンピュータ

ホールディングス

株式会社

福井県福井市高木中央 

1丁目2501番地
24,200     － 24,200 0.11

計 － 24,200     － 24,200 0.11
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２【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 
株式数 
（千
株） 

就任 
年月日 

取締役 － 佐藤 浩一 昭和38年12月16日生 

 
平成10年４月 当社入社 
平成19年10月 関西支社長 
平成20年２月 
平成24年４月 
 
平成24年７月 
 
 
平成29年11月 
 
 
 
平成29年11月 

執行役員関西支社長 
執行役員営業統括部
長 
福井コンピュータア
ーキテクト株式会社
取締役営業本部長 
福井コンピュータア
ーキテクト株式会社
代表取締役社長（現
任） 
当社取締役（現任） 

 

（注） 4 
平成29年 
11月８日 

取締役 
経営管理
本部長 

橋本 彰 昭和39年４月28日生 

 
平成２年10月 当社入社 
平成13年４月 販売企画部長 
平成13年６月 
 
平成17年６月 
平成18年４月 
 
 
平成23年４月 
 
平成24年７月 
 
平成25年７月 
 
 
平成28年６月 
 
平成29年11月 

執行役員販売企画部
長 
取締役販売企画部長 
取締役ＣＡＤプロモ
ーション部長兼サポ
ートセンター長 
取締役ＣＳ/ＣＲＭ事
業部長 
福井コンピュータ株
式会社取締役 
福井コンピュータス
マート株式会社代表
取締役社長 
福井コンピュータ株
式会社執行役員 
当社取締役経営管理
本部長（現任） 

 

（注） 3 
平成29年 
11月８日 

（注）平成29年11月８日開催の臨時株主総会の終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会の終結の時までであ

ります。 

 

(2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役社長 － 蕗野 勝 平成29年11月７日

取締役 業務部長 片岡 克之 平成29年11月７日

取締役 － 青木 三郎 平成29年11月30日

 

(3）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 － 取締役 － 林 治克 平成29年11月７日

 

(4）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

  男性９名 女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,740 10,632 

受取手形及び売掛金 1,704 1,408 

商品及び製品 26 11 

仕掛品 29 10 

原材料及び貯蔵品 7 8 

繰延税金資産 389 239 

その他 355 525 

貸倒引当金 △5 △5 

流動資産合計 12,246 12,831 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,390 1,356 

土地 1,085 1,085 

その他（純額） 81 83 

有形固定資産合計 2,558 2,526 

無形固定資産 49 65 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,695 1,828 

繰延税金資産 34 33 

その他 375 373 

貸倒引当金 △13 △11 

投資その他の資産合計 2,091 2,224 

固定資産合計 4,699 4,815 

資産合計 16,946 17,647 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 44 28 

未払法人税等 881 257 

前受金 1,833 2,140 

賞与引当金 372 197 

役員賞与引当金 75 51 

その他 1,198 1,086 

流動負債合計 4,405 3,761 

固定負債    

繰延税金負債 291 333 

長期未払金 3 － 

固定負債合計 295 333 

負債合計 4,700 4,095 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,631 1,631 

資本剰余金 2,095 2,095 

利益剰余金 7,790 9,004 

自己株式 △5 △5 

株主資本合計 11,512 12,726 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 732 826 

その他の包括利益累計額合計 732 826 

純資産合計 12,245 13,552 

負債純資産合計 16,946 17,647 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 7,267 8,210 

売上原価 1,411 1,715 

売上総利益 5,856 6,495 

販売費及び一般管理費 3,594 3,688 

営業利益 2,261 2,806 

営業外収益    

受取配当金 17 20 

受取手数料 6 6 

その他 1 5 

営業外収益合計 26 31 

経常利益 2,287 2,838 

特別損失    

固定資産売却損 8 － 

特別損失合計 8 － 

税金等調整前四半期純利益 2,279 2,838 

法人税、住民税及び事業税 740 853 

法人税等調整額 84 150 

法人税等合計 825 1,004 

四半期純利益 1,454 1,834 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,454 1,834 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

四半期純利益 1,454 1,834 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △193 93 

その他の包括利益合計 △193 93 

四半期包括利益 1,260 1,927 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,260 1,927 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

    該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

    該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年12月31日）

減価償却費 104百万円 108百万円

のれんの償却額 0 －

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

   配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 459 20.00  平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

   配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月16日

定時株主総会
普通株式 620 27.00  平成29年３月31日 平成29年６月19日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
建築ＣＡＤ 

事業 
測量土木 

ＣＡＤ事業 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 3,727 3,539 7,267 － 7,267 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － － 

計 3,727 3,539 7,267 － 7,267 

セグメント利益 788 1,397 2,185 75 2,261 

（注）１. セグメント利益の調整額75百万円は、グループ会社からの経営管理料等及びグループ管理にかかる費用

であります。

     ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
建築ＣＡＤ 

事業 
測量土木 

ＣＡＤ事業 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,226 3,984 8,210 － 8,210 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － － 

計 4,226 3,984 8,210 － 8,210 

セグメント利益 1,154 1,680 2,834 △28 2,806 

（注）１. セグメント利益の調整額△28百万円は、グループ会社からの経営管理料等及びグループ管理にかかる費

用であります。

     ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

  １株当たり四半期純利益金額 63円30銭 79円83銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
1,454 1,834

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,454 1,834

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,975 22,975

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
   該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

      平成30年２月13日

 
 
福井コンピュータホールディングス株式会社 

 取締役会 御中 
 
 

  有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 髙 村 藤 貴  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 中 村   剛  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている福井コンピュー

タホールディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、福井コンピュータホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 北陸財務局長

【提出日】 平成30年２月13日

【会社名】 福井コンピュータホールディングス株式会社

【英訳名】 Fukui Computer Holdings,Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  林 治克

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 福井県福井市高木中央１丁目2501番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長林 治克は、当社の第39期第３四半期（自平成29年10月１日 至平成29年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


